
国への提案事項

１ 災害の未然防止及び発災後の迅速な対応のための財政的支援
あらゆる災害の未然防止及び発災後の迅速な対応のため，公共事業予算枠の増額や補助率の

拡充，地方単独事業による防災インフラ整備に対する地方財政措置（緊急自然災害防止対策事業
債）の継続を含め，財政措置に配慮すること。

【平成２８年６月豪雨災害※，平成２９年７月豪雨災害※ ，平成３０年７月豪雨災害】
‣ 各種ハード・ソフト対策等を確実に推進するための財政措置
※県東部地域（瀬戸川流域，手城川流域）における浸水被害など

２ 被災地の早期復旧・再度災害防止の推進
とりわけ，近年に発生した災害の被災地の早期復旧・再度災害防止の推進については，特段に配

慮するとともに，土砂災害警戒区域等の警戒避難等に関するソフト対策にも配慮すること。

３ 地方の実情に即した予算配分
地方の要望を十分反映し，地方の実情に即した配分とすること。

６ 社会資本整備の推進
（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進

死者：138名

行方不明者：5名

（令和元年7月3日時点）

全壊家屋：1,162棟

半壊家屋：3,628棟

一部損壊：2,166棟

土砂災害：1,242箇所
福山市の浸水状況

福川

小田川瀬戸川 ＪＲ山陽本線

至 本郷駅

沼田川

（主）瀬野川福富本郷線

河内高校

熊野町土砂災害発生状況



国への提案事項

② 土砂災害防止施設等の整備推進

砂防，急傾斜地崩壊対策
［国直轄］広島西部山系・安芸南部山系直轄砂防事業
［県事業］砂防事業，急傾斜地崩壊対策事業，地すべり対策事業

治山
［国直轄］民有林直轄治山事業
［県事業］治山激甚災害対策特別緊急事業，復旧治山事業

① 河川改修等による治水対策の推進

河川
河川改修

［国直轄］太田川，江の川，芦田川等
［県事業］手城川，瀬戸川，福川，内神川，中畑川，国兼川，入野川，特定構造物改築事業等

地震・高潮対策 ［県事業］京橋・猿猴川

ため池 ため池改修 ［県事業］池田新池等

③ 高潮・津波対策等による治水対策，港湾における耐震強化岸壁及び防災拠点の整備の推進

海岸
高潮対策

［国直轄］広島港海岸（中央西，中央東）
［県事業］広島港海岸（江波，坂，廿日市南地区），福山港海岸（江之浦地区），

呉海岸（天応地区），地御前漁港海岸（地御前地区），倉橋海岸（本倉井地区）等

耐震(減災)対策 ［国直轄］広島港海岸（中央西，中央東地区）／［県事業］尾道糸崎港海岸（機織地区）

港湾
耐震強化岸壁 ［国直轄］広島港（宇品地区）

防災拠点 ［県事業］尾道糸崎港（松浜地区）

④ 緊急輸送道路の整備推進，橋梁の耐震補強等の整備推進

緊急
輸送
道路

道路改良に
よる機能強化

［国直轄等］
広島呉道路（４車線化），一般国道２号東広島・安芸BP，山陽自動車道の機能強化(車線数の増加)
[県事業]
（国）３７５号 引宇根，（主）呉平谷線，（主）瀬野川福富本郷線，（臨）廿日市草津線（４車線化）等

法面防災対策の
実施

[県事業]
（国）１８２号（神石高原町新免～油木），（国）４３３号（安芸太田町加計）

橋梁
[県事業]
（国）１８６号 翠橋，（国）４８７号 早瀬大橋

【提案先省庁：内閣府，総務省，財務省，農林水産省，国土交通省】

６ 社会資本整備の推進
（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進



① 河川改修等による治水対策の推進

現 状

○ 県内には未改修河川が多く，豪雨などによる家屋

等浸水被害が繰り返されている。

○ 人口，資産の集積する沿岸部では，異常高潮や，

地震に伴う津波による浸水被害が懸念されている。

○ 排水機場のポンプ等の老朽化が進んでおり，継

続的な機能確保が重要である。

● 平成30年7月豪雨災害への対応として実施する大型プロ

ジェクト事業を着実に進めるため，重点的に予算配分し，早期

に事業効果を発現させることが必要。

● 家屋等浸水被害が繰り返される河川の改修や堤防の耐震

性向上，長寿命化計画に基づく機器更新等に必要額を配分

し，早期に事業効果を発現させることが必要。

課 題

② 京橋・猿猴川 地震・高潮対策事業

京橋川

R3施工予定箇所

広島駅

猿猴川

耐震矢板

浸水被害の解消地震浸水被害
イメージ図

県庁

護岸整備・耐震対策の実施
⇒津波・高潮から浸水被害を防止

津波浸水想定区域図

① 手城川 大規模特定河川事業・特定構造物改築事業

洪水調節施設（春日池）【完了】

排水機場

R3施工予定箇所

内水排除対策

（福山市）

手城川

浸水範囲（H7実績）

浸水範囲（整備後）

浸水状況①（Ｈ30.7）

ポンプ増設・河川改修の実施
⇒内水排除対策（福山市）と連携し，床上浸水被害を解消

６ 社会資本整備の推進
（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進

浸水状況（H16）

猿猴川整備状況



● 災害関連緊急事業に続き砂防激甚災害対策特別

緊急事業の実施及び必要な予算を確保することが必

要

● 県内の土砂災害警戒区域総数が，約4万8千箇所

（全国最多）となり，新たに対策が必要となる箇所が

増加する見込み。

● 土石流を補捉後，砂防ダムの機能復旧に必要な除

石が速やかに実施できるよう財政支援が必要。

● 平成30年7月豪雨では土砂災害警戒区域内で多く

の被害者が出たことから，避難の実効性を高める取

組の一層の推進が必要。

課 題現 状

② 土砂災害防止施設等の整備推進

土石流を捕捉した砂防ダム（海田町）

○ 被災地の一日も早い復旧・復興に向け，国や市町と連携

し，「砂防・治山施設整備計画」により砂防ダム等の緊急整

備等を実施。

○ 「ひろしま砂防アクションプラン2016」に基づき，防災拠点

や住宅密集地の整備を図り，効率的・効果的な事前防災

対策を推進。

○ 7月豪雨災害では，砂防ダムが土石流や流木を捕捉し，

下流の被害を防止・軽減する等の施設効果を確認。

○ 「広島県『みんなで減災』県民総ぐるみ運動」の取組を進

め，「土砂災害 啓発・伝承プロジェクト」等のソフト対策を推

進。

６ 社会資本整備の推進
（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進

（2019年12月完成）

【二河川支川 災害関連緊急砂防事業（熊野町）】

（被災後）



③ 高潮・津波対策等による治水対策，
港湾における耐震強化岸壁及び防災拠点
の整備の推進

現 状 課 題

● 過去に浸水実績のある海岸の高潮災害に対す

る安全性の早期向上

● 背後地がゼロメートル地帯である市街地等の緊

急性の高い地域において，最大クラスの地震への

対応

中央西地区

中央東地区

○ 平成16年の台風16号・台風18号による大規

模な高潮災害が発生

○ 発生が危惧されている南海トラフ巨大地震等

に伴う対策を進める必要がある

広島港海岸

（直轄事業）

尾道糸崎港海岸（県事業）

機織地区

耐震対策 高潮対策

南海トラフ巨大地震
による津波被害

想定死者数
約14,000人（県内全域）

福山港海岸・鞆地区（県事業）

昭和55年台風13号通過時の状況
（福山港・鞆地区）

起伏式ゲート整備状況

６ 社会資本整備の推進
（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進

広島港海岸

（補助事業）

江波地区
(高潮対策)



発災後の迅速な救命・救急活動や円滑な復旧を支えるため，

緊急輸送道路の更なる機能強化が必要

○ H30年7月豪雨では，県内各地で豪雨による法面

崩壊や落石が頻発

○ 緊急輸送道路が被災し，物資輸送機能が麻痺

○ 通行止め等により社会経済活動に多大な影響

H30.7豪雨災害では
幹線道路が被災し通行止に

現 状
課 題

④－１ 緊急輸送道路の整備推進
６ 社会資本整備の推進

（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進

←広島呉道路
（全面通行止）

９月２７日復旧

←国道３１号
（全面通行止）ベイサイドビーチ坂

被災状況（H30.6）

（国）１９１号 道路法面崩壊

被災状況（H30.6）

山陽自動車道

（志和トンネル付近）

広島呉道路（坂町水尻）

（国）１９１号 道路法面崩壊

事前通行規制解消のための
法面対策等に膨大なコストが必要

Ｃ

Ａ

写真Ａ

写真Ｃ

（主）呉平谷線（呉市上二河～此原）

被災リスクを

回避するバイパス整備

渋滞

生活物資

の枯渇

上：国道31号，下：呉市のスーパー

道路網の寸断により企
業活動や県民生活に著
しい影響

平成30年7月豪雨災害では国道２号の中野東が通行止め
になるとは思わなかった。山陽道が通れなくても，安芸バイ
パスがあれば利用した。災害時など，道路の選択肢が複数
あるのがよい

災害時のリダンダンシー確保

大手物流

事業者の声
H30年７月豪雨では国道2号東広島BPにより
広島・東広島間の交通が確保

阿賀IC立体化

写真Ｂ

Ｂ

土石流による通行止の発生

国道２号

山陽道の機能強化（車線数の増加）

・急峻な山と深い渓谷に挟まれた道路で

一部区間が土砂災害特別警戒区域に指定

・雨量による事前通行規制区間に指定

・これまでも法面崩壊により通行止めが発生

・慢性的な渋滞が発生（H27混雑度：2.42）

・線形不良で，円滑な交通の確保が課題

・H30年６月に
法面崩落発生

・H30年７月か
ら片側通行

・R2年３月に片
側交互通行解除

頻発する

道路法面崩落等



大規模地震発生時にも被害の拡大を防ぎ，迅
速な救命救急活動や円滑な物資輸送等が行
えるよう，特に跨線橋，跨道橋及び社会経済
活動に多大な影響が生じる渡海橋等への対
策の加速

○ 北海道胆振東部地震(Ｈ30.9)，大阪府北部地震(Ｈ
30.6)，熊本地震(Ｈ28.4)など，全国各地で大地震が頻発

○ 本県においても，直下型地震や南海トラフ巨大地震など
大規模地震への災害リスクが存在

○ 大規模地震の発生に伴い，橋梁が落橋等の被害を受け，
緊急輸送道路としての役割を果たすことができなくなること
が懸念

直下型地震のリスクを高める断層等の位置図

現 状 課 題

④－２ 橋梁の耐震補強等の整備推進

出典：広島県地震被害調査報告書（Ｈ25.10）

（国）４８７号 早瀬大橋（呉市～江田島市）（国）１８６号 翠橋（大竹市）

特に耐震性能の向上が急がれる橋梁の例

（国）３１７号 新山波橋（尾道市）

渡海橋

広域的な災害支援に資する路線跨道橋

跨線橋

江田島と
本土を結ぶ
生命線

JR(山陽本線)
134便/日の
利用者に影響

（国）３７５号 新大渡橋（東広島市）

県中央部を南北に
連絡する唯一の
緊急輸送道路

25,924台/日の
道路利用者の
生活に影響

中央構造線断層帯
（石鎚山脈北縁西部－伊予灘）

南海トラフ巨大地震による予測震度分布図

震度６強

震度６弱

震度５強

震度５弱

震度４

震度３以下

凡例

６ 社会資本整備の推進
（２） 防災・減災に資する社会資本整備の推進




